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話　題

畜産経営の安定に関する法律の一部を
改正する法律の概要について

農林水産省生産局畜産部牛乳乳製品課　課長補佐　金澤　正尚

１　改正の経緯

わが国の酪農は、国民への新鮮な飲用牛乳や

多様なニーズに対応した乳製品の供給のみなら

ず、飼料や資材など生産から乳業など加工・流

通まで裾野の広い関連産業を有し、地域の雇用

や経済を支える基幹産業となっています。

昭和41年４月に施行された加工原料乳生産

者補給金等暫定措置法（以下「暫定措置法」と

いう。）は、乳価の低い加工原料乳に対して生

産者補給金を交付する制度として、半世紀にわ

たり、わが国の酪農、特に、加工原料乳地域で

ある北海道酪農の発展に大きな役割を果たして

きたところです。

一方、わが国の農業については、将来に向け

て、その成長産業化を図り、農業者の所得向上

を実現していくことが重要となっています。そ

の実現に向け、昨年11月には、農業者が自由

に経営展開できる環境を整備するとともに、農

業者の努力では解決できない構造的な問題を解

決するため、政府の農林水産業・地域の活力創

造本部において、「農業競争力強化プログラム」

が決定されたところです。

同プログラムにおいては、酪農について、近

年の生乳需給の変化を踏まえ、

①�　現行の指定生乳生産者団体は、農業協同組

合法に基づき、スリム化・効率化や共同販売

の実を上げる乳価交渉の強化を図りつつ、今

後ともその機能を適正に発揮することが極め

て重要であり、

②�　その上で、現行の生産者補給金の方式は見

直し、生産者が、出荷先等を自由に選べる環

境の下、経営マインドを持って創意工夫をし

つつ所得を増大させていく必要がある

とされたところです。

これを実行していくため、第193回通常国

会に、畜産経営の安定に関する法律（以下「畜

安法」という。）等の一部を改正する法律案を

提出、平成29年６月９日に可決成立、同月16

日に公布されました。

現在、わが国においては、少子高齢化や他飲

用との競合などから、生乳生産量および飲用牛

乳需要が減少傾向にある一方、生クリームやチ

ーズなどの乳製品の需要は増加傾向にあり、今

後も増加が見込まれています。このような中、

需給状況に応じた乳製品の安定供給の確保等を

図るため、乳製品に生乳を仕向けやすい環境を

整備することが必要となっています。

このため、今回の改正畜安法においては、こ

れまでの暫定措置法に基づく生産者補給金等の

交付に関する措置について、畜安法に恒久的な

制度として位置付けるとともに、生産者補給金

の交付対象を拡大し、指定を受けた事業者（生

乳生産者団体にあっては「指定生乳生産者団体」

２　�改正畜安法の趣旨
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という。）に集送乳調整金を交付する等の措置

を講じ、生乳等の需給の安定や酪農経営の安定

を図ることとしています。

（１）�生産者補給金等の交付対象者（第２条及

び第４条）

生産者補給金等の交付対象者に関して、次の

とおり規定しています。

これにより、現行の指定団体以外の者も補給

金の対象とするとともに、全量委託でなくても

補給金の対象とすることとした上で、部分委託

に関する公正なルールを設けることとしていま

す。

（２）�年間販売計画と交付対象数量（第５条、

第６条等）

年間販売計画と交付対象数量に関して、次の

とおり規定しています。

これにより、新制度においても、飲用向けと

乳製品向けの調整の実効性を担保できるものと

するとともに、生乳受託販売または生乳買取販

売の事業を行う者（第１号事業者）の経費等の

見える化を進め、生産者の選択に応えるための

流通コストの削減や乳価交渉の努力を促すこと

としています。

（３）集送乳調整金の交付（第10条、第14条等）

集送乳調整金の交付に関して、次のとおり規

定しています。

３　改正畜安法の概要

独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機

構」という。）は、以下の者（以下「対象

事業者」という。）に対し、生産者補給交

付金又は生産者補給金（以下「生産者補給

金等」という。）を交付することができる。

ア　�生乳受託販売又は生乳買取販売の事業

を行う者

イ　�自ら生産した生乳を乳業者に対し自ら

販売する者

ウ　�自ら生産した生乳を加工して自ら販売

を行う者

①�　生産者補給金等の交付を受けようとす

る対象事業者は、毎会計年度、生乳等の

年間販売計画（各月ごとの生乳の用途別

の販売予定数量等を記載）を農林水産大

臣に提出する。

②�　その上で、農林水産大臣は、年間販売

計画が農林水産省令で定める一定の基準

（年間を通じた用途別の需要に基づく安

定取引であること等）に適合すると認め

る場合には、対象事業者に交付対象数量

（年間に交付を受ける生産者補給金等に

係る加工原料乳の上限数量）を通知する。

③�　交付対象数量については、飲用牛乳及

び乳製品の需給事情等を考慮して農林水

産大臣が定める総交付対象数量（機構が

年間に交付する生産者補給金等に係る加

工原料乳の上限数量）を基礎とし、年間

販売計画に基づき算出する。

④�　交付対象数量の通知を受けた対象事業

者は、事業の実績及び経費について、農

林水産大臣及び当該対象事業者に生乳販

売の委託又は生乳の販売を行った者に報

告する。
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これにより、新制度においても、相対的に高

い集送乳経費を要する地域を含め、あまねく地

域から集送乳を行うことを確保することとして

います。

（４）その他

改正畜安法では、上記の（１）から（３）の

ほかに、対象事業者に対する指導助言、指定乳

製品の輸入制度等について、次のとおり規定し

ています。

これにより、法の目的に照らして、酪農経営

の安定を阻害するような対象事業者に対して、

必要な指導助言を行えるようにするとともに、

天候などにより変動しやすい生乳需給の安定を

図る上で重要な役割を果たしている国家貿易制

度を的確に運用していくこととしています。

なお、原料乳及び指定乳製品の価格安定措置

並びに指定乳製品の調整保管制度について、価

格安定措置については、暫定措置法において適

用が除外されていること、また、調整保管につ

いては、独立行政法人農畜産業振興機構法（以

下「機構法」という）に基づく畜産業振興事業

でより機動的な対応が可能であることから、こ

れを廃止することとしています。

以上のほか、これまで暫定措置法において規

定していた独立行政法人農畜産業振興機構の業

務について、機構法に新たに規定し直す必要が

あるため、機構法の一部を改正し、所要の条文

を追加（機構法第10条）するとともに、暫定

措置法の廃止を附則において規定しています

（附則第２条）。また、施行期日を、平成30年

４月１日とする（附則第１条）とともに、経過

措置を設けるなど所要の規定の整備（附則第３

条等）を行っています。

①�　農林水産大臣又は都道府県知事は、以

下の要件を満たす対象事業者を、その申

請に基づき指定することができる（指定

を受けた者が生乳生産者団体であるとき

は「指定生乳生産者団体」。一般事業者

も含めた総称は「指定事業者」とする。）。

　ア�　定款その他の基本約款において、生

乳販売の委託又は生乳の売渡しが年間

を通じて安定的に行われる見込みがな

い場合その他の農林水産省令で定める

正当な理由がある場合を除き、一又は

二以上の都道府県の区域において、委

託又は売渡しの申出を拒んではならな

い旨が定められていること

　イ�　集送乳の業務に関する規程におい

て、集送乳に係る経費の算定方法等が

一定の基準に従い定められていること

②�　機構は、指定事業者に対し集送乳調整

金を交付することができる。

①�　農林水産大臣は、生産者補給金等又は

集送乳調整金の交付を受けた対象事業者

に対し、酪農経営の安定を図る観点から、

必要な指導及び助言を行うことができ

る。（第28条）

②�　機構は、指定乳製品等の輸入並びに機

構以外の者の輸入に係る指定乳製品等の

買入れ及び売戻しを行うことができる。

（第４章）
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法案の可決に際して、衆参の農林水産委員会

では、附帯決議が全会一致で決定されています。

決議では、政府に対して、本法の施行に当たり、

生産者が将来に明るい展望を描けるよう、万全

を期すべきとされました。

現行制度において、補給金の交付に当たって

は、需給変動も含めた生乳全体の需給を見込ん

だ上で、加工原料乳の需要量である交付対象数

量を示すことで、その数量が飲用・加工用の仕

向けおよび生乳全体の増減産に係る目安となっ

ていますが、これは新制度においても同様です。

その上で、新制度では、現在の指定団体以外に

出荷する者も補給金の対象とすることにより、

飲用向け一辺倒でなく、乳製品向けにも販売す

る方向に誘導することができるものと考えてい

ます。

また、生産現場の懸念の声の多い部分委託に

ついては、現場の生産者が不公平感を感じない

よう、また、場当たり的利用を認めないように

する観点から、指定事業者が生乳取引を拒むこ

とができる正当な理由を省令で定めることとし

ています。

今後とも、生産現場の意見を十分に踏まえつ

つ、新制度を適切に運用することにより、生乳

の需給の安定を通じた酪農経営の安定と消費者

への牛乳・乳製品の安定供給に努めてまいりた

いと考えております。

投資規模の大きい酪農経営においては、生乳

需給の安定とそれを通じた乳価の安定は何より

も重要ですが、あくまでも制度はそれを支える

一つの仕組みであり、制度を生かすかどうかは

最後は現場次第です。改正畜安法が、恒久措置

として、将来の酪農そして乳業の発展に寄与し

ていけるよう、関係者の皆様のご理解とご協力

をお願い致します。

４　おわりに


